
鹿屋市行政経営改革大綱
集中改革プラン

平成19年度第１四半期進捗状況報告

平成19年８月３日
鹿屋市

進捗区分 記号 第１四半期

期間目標に沿って実施

期間目標に遅れて実施

未着手

計画の再検討が必要

対象件数の合計

○

△

×

□

４５

２８

７

４

８４

第２四半期

合計

合計

合計

合計

合計

第３四半期

合計

合計

合計

合計

合計

第４四半期

合計

合計

合計

合計

合計





集中改革プラン　平成１９年度第１四半期進捗状況報告

実施課

関係課

平成19年度　目標と実績

年間目標 第１四半期具体的目標 目標達成のための実績

評
価

成果と課題開始
年度
終了
年度
管理番号

具体的な取組事項

※　評価　　○：期間目標に沿って実施、△：期間目標に遅れて実施、×：未着手、□：計画の再検討が必要

総務課 ①国公に準じた各種手当の
見直し
②管理職手当の見直し

①管理職手当の定額制の導
入
②企業手当の廃止（何れも４
月１日適用）
③東京事務所の調整額の一
部廃止（東京事務所）

○ 　合計7,200（管理職手当
2,500・企業手当4,000・調
整額700）千円を削減し
た。

①管理職手当の定額制の導
入
②企業手当の廃止
③調整額の一部廃止（東京
事務所）

18 21 1(2)②2 諸手当等の見直し

総務課 ①嘱託職員等の賃金見直し
②特別職報酬等審議会の開
催

　県内状況を把握した。 △ 　今後、人事院勧告等を
経て判断を行う。

　県内状況の把握18 21 1(2)②4 特別職報酬及び非常勤職員
の報酬検討

行政経営改革
課

 　定員適正化計画の実施。　
年度当初職員数から、次年度
４月１日付で13人以上の削減
を行う。

　各部課ヒヤリング等により、
組織機構見直し原案の中で、
次年度定員案の提案を行っ
た。今後の職員需要や削減
可能見込みの把握ができた。

○ 　削減案の提案はできた
が、事務事業の見直しや
課係の統合など、削減に
沿った措置の検討が必要
である。

①各部課ヒヤリングによる職
員需要の拾い出しと一律削減
率の設定
②各部課定員案の提示
③次年度採用数の決定

18 21

総務課

1(2)③1 定員適正化計画の策定

総務課 　平成20年度目標1,010人以
下（計画1,016人以下）

　採用職員数を18人程度と
し、採用スケジュールを決定
した。退職者数は29人の見込
み。

○ 　概ね予定のスケジュー
ルで進行管理できた。建
築士の採用を充実するな
ど、採用職種の検討も
行った。

①採用試験委員会の開催
②採用職種・職員数・採用日
程の決定
③採用に係る労使交渉の実
施

18 21 1(2)③2 職員定員数（各年度4月1日）
の削減

総務課 　平成20年度目標計画400人 　項目出しは行ったが、数値
は抑えていない。

× 　今後、事務事業の見直
しと合わせて整理を行う。

　指定管理者の導入予定など
による削減可能数の検討。

18 21 1(2)③3 臨時職員数の削減

総務課 　実施済み ①報酬等非常勤の整理した
（20年４月適用）
②雇用更新の段階的引き上
げ（20年４月適用）

△①相談員等の非常勤職員の
明確化（報酬等非常勤職員
の分類と位置づけ）
②更新上限年数の段階的引
き下げ（10年から９年に）

18 21 1(2)③4 臨時職員の雇用形態の見直
し

総務課 　制度の完成。能力給制度の
調査・検討。1(3)①2と同一管
理し、統合する。

－ △ －　制度の完成。能力給制度の
調査・検討。1(3)①2と同一管
理し、統合する。

18 21 1(2)③5 トータル人事システムの構築

総務課 ①人材育成基本方針の策定
及び公表
②人事異動方針等の策定及
び公表

　人材育成基本方針（案）の
策定と庁内職員の意見集約
等職員アンケートの実施

△ 　決定手続きが遅れてい
る。８月確定予定。

　各種方針の公表と実践18 21 1(3)①2 諸方針の策定（人材育成・職
員採用・人事異動・職員評価
等）
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集中改革プラン　平成１９年度第１四半期進捗状況報告

実施課

関係課

平成19年度　目標と実績

年間目標 第１四半期具体的目標 目標達成のための実績

評
価

成果と課題開始
年度
終了
年度
管理番号

具体的な取組事項

※　評価　　○：期間目標に沿って実施、△：期間目標に遅れて実施、×：未着手、□：計画の再検討が必要

総務課 ①評価者研修の実施
②他団体の調査検討
③評価に係る基本方針の決

 定
④評価基準の見直し及び検
討
⑤試行

　人材基本方針（基本的考え
方）を作成し、評価制度に係
る基本方針を整理した。

△ 　今後、具体的な評価基
準、導入スケジュール等
を第二四半期分と合わせ
て整理する。

①管理者の勤務状況報告の
見直し案の検討
②労使間での協議

18 21 1(3)①3 職員評価制度の調査・検討

総務課 ①評価者研修の実施
②マネジメント研修の実施（職
場内ＯＪＴの充実）

　事務マニュアル・進行管理
の作成指導。

○ 　各課が作成して総務課
が集約した。今後、効果
的なマニュアル活用等を
検討する。

　職場ＯＪＴの指導（通年）18 21

行政経営改革

1(3)①4 職員評価に係る管理職及び
職員個々のマネジメント能力
の強化。職員個々のマネジメ
ント能力の向上。

総務課 ①多様な任用形態の検討
②採用職種等の見直し

①障害者と民間企業等経験
 枠の採用を実施した。

②権限移譲に対応するため、
建築士の重点的な採用を行う
③採用試験委員会の開催。

○ 　年度当初の検討事項を
整理できた。

①採用試験の見直し検討②
採用試験委員会の開催

18 21 1(3)①5 任用制度の見直し

総務課 　実施 ①方針決定
②制度案作成

△ 　６月議会質問により、導
入方針を決定。現在、内
部原案を作成中。

①制度案の作成
②労使間協議

18 21 1(3)①6 希望降格制度の導入

総務課 　策定・更新。実施。 　異動基準案を策定したが、
公表には至っていない。

△ 　８月中に確定する。　異動基準案の策定18 21 1(3)①7 異動基準等の明確化

総務課 　制度見直しは一旦終了し、
利用者拡大に向けた運用を
図る。全員対象の制度見直し
についてはあらためて検討し
たい。

－ ○ －　制度見直しは一旦終了し、
利用者拡大に向けた運用を
図る。全員対象の制度見直し
についてはあらためて検討し
たい。

18 21 1(3)①8 自己申告制度の効果的活用

総務課 　鹿屋市職員研修計画の策
定（単年度改訂）

　研修計画を策定し、これに
基づき計画各的な研修を実
施した。

○ 　内部公表を検討する。①研修計画の策定
②研修計画に基づく事業実
施(通年)

18 21 1(3)②1 階層別職員研修計画の策定

総務課 　実施 － △ 　管理職員が抱える課題
や対策について整理し、
実施する予定。

－18 21 1(3)②2 行政経営に係る管理職研修
の実施
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集中改革プラン　平成１９年度第１四半期進捗状況報告

実施課

関係課

平成19年度　目標と実績

年間目標 第１四半期具体的目標 目標達成のための実績

評
価

成果と課題開始
年度
終了
年度
管理番号

具体的な取組事項

※　評価　　○：期間目標に沿って実施、△：期間目標に遅れて実施、×：未着手、□：計画の再検討が必要

総務課 ①ＯＪＴ定着のための推進手
法の見直し
②以下のＯＪＴ研修の実施
○職場ミーティング

 ○事務事業の進行管理○事
務マニュアル等の整備
○ＣＳ研修
○中間管理職へのＯＪＴ研修
③所属長会議における指導
徹底

①所属長会議を開催するな
ど、職場ミーティングの指導徹
底を全庁的に行った。
②事務マニュアルの作成と活
用。
③職場活性化プロジェクト
チームの設置とさわやか運動
を実施した。

△ 　さわやか運動を試みた
が、全庁的なＯＪＴ定着に
向けて、引き続き検討を
行う。

①職場ミーティング
②所属長会議における指導
（通年）
③職場活性化プロジェクト
チームの設置とさわやか運動
の実施

18 21 1(3)②3 ＣＳ運動を含むＯＪＴの定着
化

総務課  ①通信教育講座の公募
②申請型公募研修の実施
③自主研修グループの公募

 ①通信教育講座の公募
②申請型公募研修の実施
（随時）
③自主研修グループの公募

○ 　自主研修グループ申込
み１件。

 ①通信教育講座の公募
②申請型公募研修の実施
（随時）
③自主研修グループの公募

18 21 1(3)②4 自己啓発に係る支援策の充
実

企画調整課 　自己評価の一部実施 － ○ －－18 21 1(4)_1 行政評価による各課での自
己評価の実施

企画調整課 　評価結果の一部公表 － △ －－18 21 1(4)_2 評価結果の公表（市民による
監視の強化）

行政経営改革
課

　検討・導入可否決定 　特に検討を行わなかった。 △ 　第二四半期の予定項目
と併せて検討する。

①制度概要及び他市の事例
調査
②導入スケジュール及び経費
等の試算

18 19 1(4)_3 外部監査制度の導入検討

行政経営改革
課

　適用。監査事務局における
技術系職員の配置。議会に
ついての対応策の検討。

　対応策の整理には至らな
かった。

△ 　若干の協議は行った
が、不十分であった。

　関係課協議。18 21 1(4)_4 議会・監査による内部チェッ
ク機能の強化

市民課　　　　
　　　

　本年度中に導入可否の決
定を行う。

　検討を行わなかった。 × 検討を行わなかった。　導入の可否について検討を
行う。

18 20 2(2)①1 住民票・諸証明等事務の郵
便局等への委託

国保介護課 　直営・民間委託の判断 　電子レセプト導入後も直営
を継続するという判断を行っ
た。

○ 　関係課との調整を要す
る。

　方針案の整理18 21 2(2)①2 レセプト点検事務の委託
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集中改革プラン　平成１９年度第１四半期進捗状況報告

実施課

関係課

平成19年度　目標と実績

年間目標 第１四半期具体的目標 目標達成のための実績

評
価

成果と課題開始
年度
終了
年度
管理番号

具体的な取組事項

※　評価　　○：期間目標に沿って実施、△：期間目標に遅れて実施、×：未着手、□：計画の再検討が必要

情報行政課　
　　　　

　情報機器の使い方やトラブ
ルに、電話やメールあるいは
現場出向などで対応する民
間サービスの導入について改
めて検討し、導入可否を決定
する。

①職員出動状況及び構築業
者SEへの問い合わせ内容調
査を行った。
②構築業者への内容・対応
状況を確認した。

△ 　情報機器管理にかかる
ヘルプデスクは、セキュリ
ティ確保等の観点から不
可能であると判断した。

 ①職員出動状況の整理
②セキュリティ確保策の検討

18 19 2(2)①3 ヘルプデスクの導入検討

総務課 　他団体の状況及び費用対
効果を勘案して、実施時期等
を含めた基本方針を整理す
る。

　民間等からの情報収集を
行った。

○ 　調査は行ったが、見積も
り提案に対する判断は
行っていない。

　民間等からの見積もり等の
情報収集

18 20 2(2)①4 窓口業務の人材派遣会社へ
の委託

総務課 　導入可否の判断。 　先進事例の収集は行った。 × 　第二四半期に作業を行
う。

①先進事例の事例調査②見
積もり等の経費積算

18 19 2(2)①5 給与支払い事務・研修事務
の委託

道路建設課 ①実施要領の策定
②試行の実施
③評価検討。

　要領を策定し、町内会へ路
線の提案を行った。

○ 　対象町内会と路線の決
定を行った。

　モデルケースとして、町内
会、路線を決定する。

18 20 2(2)①6 市道の除草伐採業務の町内
会等への委託

保健体育課 ①現行施設における委託の
検討。
②新たな施設については、教
育改革推進室が平成19年度
中に「新学校給食制度改革
推進方針」を作成し、スケ
ジュール確定を行う。
③既存施設の今後の取扱に
ついて、新学校給食制度改
革推進方針との調整を行う。

①既存施設における課題に
ついて検討した。
②新学校給食制度改革推進
方針は教育改革推進室で検
討中

△ ①既存施設については嘱
託職員が調理業務と配送
業務を兼務しているため
効果が見込めない。
②新規施設については、
早期の導入スケジュール
の策定。

①職員・嘱託・代替の問題等
について検討。
②新学校給食制度改革推進
方針との調整。
③新たな施設における導入ス
ケジュールの決定。

18 20 2(2)①7 学校給食調理業務等の外部
委託（給食センター）の検討

行政経営改革
課

　3(1)②4「市有財産の遊休地
売却」、3(1)②5「未使用施設
の有効利用」に統合して管理
する。

－ △ －　3(1)②4「市有財産の遊休地
売却」、3(1)②5「未使用施設
の有効利用」に統合して管理
する。

18 21 2(2)②1 施設のあり方の検証
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